
嘉麻市下山田地区事業用地分譲見込み調査等業務委託 質疑応答

質問日 分類１ 分類２ 質問 回答 回答日

1 R6.10.29 要求水準書 2

 当該市誘致のパンフレットや電子データ等

はあるか？パンフレットがある場合、支給し

てもらえるか？

 営業資料として市が作成しているものについては共有

可能（提供可）。

 電子データ（ＰＤＦ）でも提供可能。

 選考結果通知の際に同封して送付。（結果通知時に

メールで送信することも可能）

R6.11.7

2 R6.10.29 要求水準書 4の(1)

 精査業務の範囲は、公表資料やヒアリング

などにより得られる情報による対象企業の概

要把握や信用情報、財務分析など、当該企業

の内容の分析に限られるか？

 対象企業から発信された公表資料や対象企業へのヒア

リングなどによって得られる情報を基本としつつ、対象

企業に関係する企業（取引先など）から得られる情報な

ど、対象企業に関わる情報を広く収集し、可能な限りに

おいて分析に活かされたい。

R6.11.7

3 R6.10.29 要求水準書 4の(1)

 カ、キ、ク、ケの調査手法は、受託者の判

断でいずれかを選択して良いか？複数選択も

あり得る。

 受託者の判断で調査手法を選択することは可、複数選

択も可、市が想定していない調査手法でも適法な範囲で

行うものについては、ご提案いただきたい。

R6.11.7

4 R6.10.29 要求水準書 4の(1)

 努力義務とはいえ、過去の類似調査を実施

してきた経験から10件はハードルが高いと

感じている。もちろん最善は尽くすが、結果

的に0件となるケースも想定される。それで

も問題ないか。

 本業務委託は準委任契約の側面を持つため、１０件以

上の進出可能性企業の発掘を努力義務としたものであ

る。

当該土地については他の自治体が有する事業用地と比

べ、相対的に不利な条件も多く存在することから、受託

者が最善を尽くしたにもかかわらず、結果的に０件とな

るケースも想定している。従って、最善の注意を払って

業務を遂行されたい。

 なお、市に進出可能性がある企業とは、例えば関東圏

に本社を有する企業が九州に工場等の拠点を設けたいと

考えている場合に、未だ立地先を確定していない状況で

あって、当該企業に対し嘉麻市の事業用地の紹介がで

き、意見を伺える程度の候補地として検討可能な企業も

含まれているとご理解いただきたい。

R6.11.7

1 / 3 ページ



嘉麻市下山田地区事業用地分譲見込み調査等業務委託 質疑応答

質問日 分類１ 分類２ 質問 回答 回答日

5 R6.10.29 要求水準書 4の(1)

 企業情報の項目1～8はいずれも必須か？

基本的な項目は網羅するが、予算の関係上、

外したい項目もある。

 企業情報として８項目を例示したものであるから、調

査対象から外す項目や追加する項目があることは差し支

えない。

 すべての企業においてこれら項目が揃わずとも良い。

 データベースにおける適正に格付けされた企業群から

調査対象企業を抽出ていくプロセスにおいて、選別する

ためのエビデンスがあればよく、市として特に画一的な

調査を求めるものではない。

R6.11.7

6 R6.10.29 要求水準書 4の(2)
 市の担当者が同席することは想定している

か？

 すべての事案について必ず同席するものではないが、

受託事業者や企業側からの要請があれば同席することは

可能と考えている。

 また、対象企業によっては、市から同席をお願いする

こともあり得る。

R6.11.7

7 R6.10.29 要求水準書 4の(3)のｲ

 報告書（レポート）も参考にすること、と

あるが、このレポートは提供してもらえるの

か？

 秘密保持契約の後に提供可能。但し、企業秘密や個人

情報にかかる情報については黒塗り等、一部非開示の

ケースがあることをご了承いただきたい。

 なお、報告書（レポート）については、進出可能性企

業が現れた際に、公益財団法人九州経済調査協会に作成

を依頼するため、フォーマットに関しご意見があれば、

市と受託契約後の事前協議の際に調整させていただきた

い。

R6.11.7
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8 R6.10.29 要求水準書 4の(5)

 対外的に、根拠に基づく説明性のある情報

の提供を求められている、とあるが、ネット

上などでヒアリング企業の情報等を公開する

可能性はあるのか。公開範囲によっては、ヒ

アリングで得られる情報が限られてくる。

 市として議会に説明する際にYouTubeなど本会議や委

員会でのやり取りがライブ中継されており、議事録も

ネット上で公開されていることから、説明する際には企

業が特定される情報発信は控えることとしている。

 企業の了解を得られる場合は別だが、ヒアリング時に

取得した情報のうち、企業の機密情報として取り扱うべ

き事項については、市への情報提供に応じなくとも構わ

ない。

R6.11.7
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